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1.  平成23年3月期の連結業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収入 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 26,122 △9.1 2,161 70.4 2,120 75.9 1,136 ―
22年3月期 28,740 △10.7 1,268 △61.4 1,205 △62.8 △880 ―

（注）包括利益 23年3月期 1,147百万円 （―％） 22年3月期 △891百万円 （―％）

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

自己資本当期純利益
率 総資産経常利益率 営業収入営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

23年3月期 122.96 ― 10.0 12.1 8.3
22年3月期 △94.75 ― △7.6 6.2 4.4

（参考） 持分法投資損益 23年3月期  ―百万円 22年3月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 18,257 12,084 64.5 1,273.85
22年3月期 16,694 11,179 65.5 1,176.62

（参考） 自己資本   23年3月期  11,766百万円 22年3月期  10,938百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

23年3月期 3,008 △578 △263 5,783
22年3月期 419 △309 △617 3,638

2.  配当の状況 

（注）24年３月期（予想）の期末配当金の内訳  普通配当  10円00銭  記念配当  10円00銭 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

22年3月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00 185 ― 1.5
23年3月期 ― 10.00 ― 10.00 20.00 184 16.3 1.6
24年3月期(予想) ― 10.00 ― 20.00 30.00 37.5

3.  平成24年3月期の連結業績予想（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 
（％表示は、通期は対前期、第2四半期(累計)は対前年同四半期増減率）

 

営業収入 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 12,500 1.1 760 △21.9 760 △22.2 220 △44.7 23.79
通期 24,480 △6.3 1,560 △27.8 1,562 △26.3 740 △34.9 80.02
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4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無  

(2) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）詳細は、添付資料Ｐ．20「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」をご覧ください。 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  ： 有
② ①以外の変更  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期 9,311,760 株 22年3月期 9,311,760 株
② 期末自己株式数 23年3月期 74,503 株 22年3月期 15,519 株
③ 期中平均株式数 23年3月期 9,247,067 株 22年3月期 9,297,264 株

（参考）個別業績の概要 

1.  平成23年3月期の個別業績（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収入 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期 16,731 △17.3 1,595 △38.2 1,625 △39.8 845 ―
22年3月期 20,237 4.5 2,580 △17.3 2,698 △14.2 △242 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

23年3月期 91.42 ―
22年3月期 △26.08 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期 16,163 12,057 74.6 1,305.31
22年3月期 14,961 11,485 76.8 1,235.50

（参考） 自己資本 23年3月期  12,057百万円 22年3月期  11,485百万円

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続きは
終了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、 
 実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等につい 
 ては、添付資料Ｐ．２「経営成績に関する分析」をご覧ください。 
（決算補足説明資料の入手方法について） 
 当社は、平成23年５月18日（水）に機関投資家・アナリスト向け決算説明会を開催する予定です。この説明会にて配布する決算補足説明資料は、 
 開催後、当社ホームページに掲載する予定です。 
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（1）経営成績に関する分析 

当連結会計年度におけるわが国経済は、海外経済の改善や各種政策効果などを背景に、企業収益の改善が続くなど景気

は一部持ち直しつつありましたが、厳しい雇用情勢やデフレ状況、円高など外部環境の悪化要因に加え、平成23年３月11

日に発生いたしました東日本大震災による未曾有の災害により、今後の景気動向はより不透明となっております。 

当社グループを取り巻く事業環境として、音楽業界におきましては、主にＣＤアルバムの低迷により音楽ソフト生産実

績が低調であったことに加え、堅調に推移していた有料音楽配信売上が初の前年比マイナスに転じております。映画業界

におきましては、劇場映画において、３Ｄ作品の大幅増加や邦画作品が引き続き堅調でありました。ビデオソフト市場に

おきましては、ブルーレイの販売が好調でありましたが、依然として総売上は減少を続けており厳しい環境が継続してお

ります。 

当連結会計年度における当社グループの事業としては、音楽、映像事業の強化、アジア展開への基盤構築を掲げ展開し

てまいりましたが、所属アーティストであります桑田佳祐の病気療養という不測の事態に直面し、事業計画の変更も含

め、多くの困難な局面が発生いたしました。このような厳しい環境のなか、当連結会計年度の主な事業概況といたしまし

て、イベント事業に関しては、当社アーティストによるコンサートや舞台公演を多数実施し、グッズ販売も含め堅調に利

益を上げましたが、前期に比べ大型コンサートツアー、舞台公演の計画が少なかったことや桑田佳祐の病気療養に加え、

東日本大震災の影響によるイベントの延期、中止があったこともあり、前期実績を下回っております。出演事業に関して

は、若手アーティストを中心に多様なアーティストによるメディア出演を積極的に展開し、特にＣＭ出演が大幅に増加し

過去最高の営業収入、利益を獲得し、業績向上に大きく寄与いたしました。また、音楽事業においては、若手の成長もあ

り新譜ＣＤ発売による印税収入が好調だったことに加え、グループ各社の機能を最大限に活用することにより、音楽パッ

ケージ、グッズバンドルの販売が拡大いたしました。さらに、ＤＶＤ販売においては自社アーティスト出演作品のライン

ナップを拡大し、効果的な販売が実現できたことにより、前期に比べ大幅に利益が改善いたしました。 

これらの結果、当連結会計年度の当社グループの経営成績は、前期に比べ大型のコンサートツアーや舞台公演が少な

く、グッズ販売も含めイベント関連の収入が減少したことにより、営業収入261億２千２百万円（前年同期比9.1％減）と

なりましたが、営業利益に関しては、ＣＭ出演や音楽事業が好調であったことや、効果的なＤＶＤ販売による利益増加

や、メディアビジュアル事業の中核会社でありますアミューズソフトエンタテインメント株式会社の経営効率化によるコ

スト削減効果もあり、21億６千１百万円（前年同期比70.4％増）、経常利益は21億２千万円（前年同期比75.9％増）、当

期純利益は11億３千６百万円（前年同期は８億８千万円の当期純損失）となり、前期計上いたしましたメディアビジュア

ル事業再編損などの大きな特別損失の計上がなかったこともあり、当期純利益は大幅に改善いたしました。 

以上のように、当連結会計年度につきましては、予測が難しい多くの状況が発生いたしましたが、社員、アーティスト

を含め全社グループ一丸となり、この大きな困難に対応してまいりました。その結果、期首の計画に対して好調に推移す

ることができました。 
  
セグメントの業績は、次のとおりであります。 

  
〔アーティストマネージメント事業〕 

当事業につきましては、上野樹里、三浦春馬、佐藤健、吉高由里子、仲里依紗など多数の若手アーティストや福山雅

治、大泉洋など多様なアーティストのメディア出演を積極的に展開し、特にＣＭ出演が大幅に増加し過去最高の成績であ

りました。音楽事業においては、厳しい環境下ではありますが、グループ会社のレーベル機能、販社機能、ものづくり機

能を最大限に活用し福山雅治、ｆｌｕｍｐｏｏｌなどの音楽パッケージやグッズバンドルの販売が増加し、ＣＤ発売によ

る印税収入に関しても、若手アーティストの成長もあり前期を上回る実績をあげております。さらに、福山雅治、ポルノ

グラフィティ、Ｐｅｒｆｕｍｅ、ｆｌｕｍｐｏｏｌ、ＢＥＧＩＮなどのコンサート収入、地球ゴージャスによる舞台公演

収入などに加え、グッズ販売収入、ＦＣ会員収入も含め堅調に推移いたしました。しかしながら、前年同期に比べ大型の

コンサートツアーや舞台公演が減少したことにより、グッズ販売も含めイベント関連収入が減少し、全体としては減収減

益となりました。 

この結果、営業収入166億１千９百万円（前年同期比12.0％減）、セグメント利益24億７百万円（前年同期比18.1％

減）となりました。 
  
〔メディアビジュアル事業〕 

当事業につきましては、上野樹里主演邦画「のだめカンタービレ最終楽章前編、後編」、福山雅治主演大河ドラマ「龍

馬伝 完全版」のＤＶＤ販売、三浦春馬主演邦画「君に届け」、佐藤健出演邦画「ＢＥＣＫ」のレンタル販売などが好調

でありましたが、自社アーティスト出演作品のラインナップ拡大による作品数の集中や当社が制作出資いたしました映像

作品が低調であったこともあり、営業収入は若干減少しましたが、グループシナジーを活用した効果的なＤＶＤ販売が増

加したことにより利益が向上いたしました。さらに、メディアビジュアル事業の中核会社でありますアミューズソフトエ

ンタテインメントの経営効率化によるコスト削減効果もあり、当セグメントの利益が大幅に改善致しました。 

この結果、営業収入72億４千３百万円（前年同期比6.9％減）、セグメント利益６千３百万円（前年同期は11億９千８

百万円のセグメント損失）となりました。 

１．経営成績



〔コンテンツ事業〕 

当事業につきましては、サザンオールスターズ、福山雅治、ポルノグラフィティ、ＢＥＧＩＮ、Ｐｅｒｆｕｍｅなどに

よる旧譜楽曲の販売及び旧譜楽曲の二次使用による印税収入でありましたが、福山雅治、原由子のベストアルバムの発売

があり、好調に推移いたしましたので増収増益となりました。 

この結果、営業収入22億５千８百万円（前年同期比9.1％増）、セグメント利益５億７百万円（前年同期比6.1％増）

となりました。 

  

〔次期の業績見通し〕 

次期の当社グループを取り巻く環境は、より一層厳しい状態になるものと懸念されます。 

東日本大震災の影響などにより、日本経済の低迷や、ＣＭを自粛する動き、電力不足に起因するコンサートの見直しな

どの影響に加え、余震や原子力発電所の動向など、懸念すべき事象が長期化することが想定されます。 

このような状況の中、アーティストマネージメント事業におきましては、一層のライブエンターテインメント活動の

強化と同時に、グッズ販売事業、ＦＣ事業の拡充を図ってまいります。また、若手アーティストを中心にＣＭ、ＴＶ、映

画などへの出演に積極的に取り組んでまいります。 

主な事業として、イベント収入に関しましては、福山雅治の全国ツアー「ＴＨＥ ＬＩＶＥ ＢＡＮＧ！！」、ｆｌｕｍ

ｐｏｏｌによるコンサートツアー「Ｆａｎｔａｓｉａ ｏｆ Ｌｉｆｅ Ｓｔｒｉｐｅ ～僕達はここにいる～」、ＴＥＡＭ 

ＮＡＣＳが結成15周年にお送りするソロプロジェクト「５Ｄ －ＦＩＶＥ ＤＩＭＥＮＳＩＯＮＳ－」などの公演を実施し

てまいります。 

ＣＤ発売による印税収入に関しましては、既に発売しております桑田佳祐の９年ぶりのオリジナルソロアルバム「ＭＵ

ＳＩＣＭＡＮ」、こちらも既に発売しておりますポルノグラフィティ初となる“月９”ドラマ主題歌起用のシングル「Ｅ

ＸＩＴ」、ＰｅｒｆｕｍｅのダブルＡサイドシングルＣＤ「レーザービーム／微かなカオリ」などを見込んでおります。

ＣＭやＴＶ、映画への出演事業につきましては、外部環境が厳しい状況ではありますが、従来からのアーティストの活

動に加え、上野樹里や三浦春馬、佐藤健、小出恵介、平岡祐太、吉高由里子、仲里依紗など若手アーティストのさらなる

成長を見込んでおります。 

このようにライブエンターテインメント活動等を拡大することで、前期に比べ増収となりますが、震災等の外部環境

の変化や、前連結会計年度のＣＭ収入が特に高い水準であったことにより、利益率の高いＣＭ収入等が減少し、減益とな

る計画です。 

メディアビジュアル事業におきましては、引き続きグループ企業内のシナジー強化を意識し、当社アーティスト出演

の映像作品供給やグループ会社間で企画、制作するコンテンツの創出など、効果的な作品への経営資源投下を展開するこ

とで収益の安定化を図ります。 

主な事業として、映像事業に関しましては、三浦春馬主演の邦画「東京公園」、大泉洋主演の邦画「しあわせのパ

ン」、第64回カンヌ国際映画祭コンペティション部門正式出品が決定している邦画「一命」などを展開してまいります。

ＤＶＤ販売事業に関しましては、三浦春馬主演のドラマ「大切なことはすべて君が教えてくれた」植原卓也、桜田通

等、当社若手アーティストが多数出演しているドラマ「サイン」など、当社アーティスト出演作品のほか、バラエティ、

音楽、舞台作品なども含めた商品ラインナップを展開してまいります。 

このように引き続きグループ企業内のシナジー強化を意識し、多様な商品ラインナップを展開してまいりますが、前

連結会計年度よりも大型作品が減少することから、減収減益となる計画です。 

コンテンツ事業におきましては、権利保有楽曲及び権利保有映像作品の二次利用を促進すべく、効果的な活用を実施

してまいります。また、当社公式サイト「アミュモバ☆ＤＸ」やアーティストの公式サイトによる権利保有楽曲の配信に

加え、他社との連動による販路拡大も図り、音楽配信市場におけるコンテンツの多角的活用を行ってまいります。しかし

ながら、近年配信市場の拡大が鈍化していることや前期のようなＢＥＳＴ盤のリリースがないことを鑑み、減収減益とな

る計画です。 

以上の結果、次期の業績見通しは、営業収入は、244億８千万円（前年同期比6.3％減）、営業利益は、上記減収要因

により15億６千万円（前年同期比27.8％減）、当期純利益は、東日本大震災の復興支援として、既にいくつか発表してお

ります活動をとおして義援金を寄付することを計画しており、その特別損失を見込み、７億４千万円（前年同期比34.9％

減）を計画しております。 



（2）財政状態に関する分析 

（連結財政状態） 

（百万円）

  

（連結キャッシュ・フローの状況） 

（百万円）

  

① 資産、負債及び純資産の状況 

当連結会計年度末の総資産は182億５千７百万円となり、前連結会計年度末に比べ15億６千２百万円増加いたしまし

た。主な要因としましては、「商品及び製品」「仕掛品」のたな卸資産の減少、固定資産の除売却に伴う「有形固定資

産」の減少要因などはありましたが、営業活動に伴う流動資産「現金及び預金」の増加要因などが上回り、全体としては

増加しております。 

当連結会計年度末の負債は61億７千３百万円となり、前連結会計年度末に比べ６億５千８百万円増加いたしました。主

な増加要因としましては、流動負債「未払法人税等」の増加、固定負債「退職給付引当金」の増加などによるものであり

ます。 

当連結会計年度末の純資産は120億８千４百万円となり、前連結会計年度末に比べ９億４百万円増加いたしました。主

な増加要因としましては、「当期純利益」の計上などによるものであります。この結果、自己資本比率は64.5％となりま

した。 

  

② キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ21億４千４百万円

増加し、当連結会計年度末には57億８千３百万円となりました。 

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は下記のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は30億８百万円（前期は４億１千９百万円の獲得）となりました。 

これは、主に税金等調整前当期純利益による資金増加、営業債権の減少に伴う資金増加、営業活動に伴うたな卸資産の

減少による資金増加要因などによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は５億７千８百万円（前期は３億９百万円の使用）となりました。 

これは、主に子会社株式の取得による支出、有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出に伴う資金減少要因など

によるものであります。 
  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は２億６千３百万円（前期は６億１千７百万円の使用）となりました。 

これは、主に配当金の支払による資金減少、自己株式の取得による支出に伴う資金減少要因などによるものでありま

す。 

  
前連結会計年度 
平成22年３月期 

当連結会計年度 
平成23年３月期 

増減額 

総資産  16,694  18,257  1,562

純資産  11,179  12,084  904

自己資本比率 ％ 65.5 ％ 64.5  －

１株当たり純資産 円 1,176.62 円 1,273.85 円 97.23

  
前連結会計年度 
平成22年３月期 

当連結会計年度 
平成23年３月期 

増減額 

営業活動によるキャッシュ・フロー  419  3,008  2,588

投資活動によるキャッシュ・フロー  △309  △578  △269

財務活動によるキャッシュ・フロー  △617  △263  353

現金及び現金同等物の期末残高  3,638  5,783  2,144



（参考）キャッシュ・フロー関連指標の推移 

※自己資本比率：（純資産－少数株主持分）／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利息の支払い 

※各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数により算出しております。 

※キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。

有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象としておりま

す。また、利息の支払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

※第30期（平成20年３月期）は、営業キャッシュフローがマイナスのため、キャッシュ・フロー対有利子負債比率及び

インタレスト・カバレッジ・レシオは算定しておりません。また、第32期（平成22年３月期）は有利子負債がないた

めキャッシュ・フロー対有利子負債比率は算定しておりません。また、第33期（平成23年３月期）は有利子負債及び

利息の支払がないためキャッシュ・フロー対有利子負債比率及びインタレスト・カバレッジ・レシオは算定しており

ません。 

  

（3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社グループの事業は、大規模なイベントの実施時期、ＣＤの発売時期、映像ソフトの発売時期等により、事業年度ご

とに業績の変動はありますが、株主に対する利益還元は重要な経営課題として認識しており、継続的に、安定して行うこ

とを基本方針としております。業績に見合った利益還元も重要な経営課題と認識しておりますが、財務体質の一層の強化

や将来の収益向上を図るための積極的な事業展開に備えた内部留保にも努め、総合的に勘案し配分する方針であります。

また、内部留保金につきましては、経営基盤の強化や、事業の拡大を図るためのアーティストの発掘・育成、良質な音

楽・映像コンテンツの制作等に活用し、企業価値を高めるよう努力しております。 

この方針に基づき、当事業年度の業績を勘案いたしまして、安定的な配当の継続を基本に、株主の皆様への利益還元を

検討した結果、前期と同じく当期の期末配当は１株につき10円（年間合計1株につき20円）を予定しております。 

なお、次期の配当金につきましては、株式上場10周年を記念して、期末に記念配当を実施することとし、第２四半期末

配当金10円、期末は普通配当金10円に記念配当金を加え20円、年間合計１株につき30円を予定しております。 

  
第29期 

平成19年３月期

第30期 

平成20年３月期

第31期 

平成21年３月期

第32期 

平成22年３月期 
第33期 

平成23年３月期

自己資本比率（％）  55.5  61.8  54.3  65.5  64.5

時価ベースの自己資本比率（％）  56.0  95.3  42.5  54.0  47.0

キャッシュ・フロー対有利子負債比率（年)  0.5  －  0.1  －  －

インタレスト・カバレッジ・レシオ  49.9  －  179.3  94.0  －



(1）会社の経営の基本方針 

当社グループは、アーティスト自身、そしてアーティストが創作した著作物や第三者に提供するための作品で、一定期

間収益をもたらすことを期待できる権利とそれに付随する権利を「コンテンツ」と認識し定義しております。 

インターネット、デジタル放送、携帯電話に代表されるような情報通信技術の急速な発展によるメディア業界の多チャ

ンネル化と事業領域の拡大が、コンテンツの不足という状況をもたらしている昨今、当社グループは音楽原盤権、音楽著

作権、肖像権、映像における権利などを多数保有する「エンターテインメントコンテンツホルダー」として、あらゆる

人々に夢と感動を届けるため、アーティストと共に良質な作品を創出することを基本方針としております。 

当社グループは、クリエイターであるアーティストと社員スタッフとの共同作業によりコンテンツを生み出す業態であ

るため、クリエイティブな環境作りを心がけ、クリーンでクリアな会社経営に努め、企業価値の増大を図っております。

  

(2）目標とする経営指標 

当社の事業の特徴は、アーティストやクリエーターをマネージメントし、そこから創造される作品（コンテンツ）を事

業化することから始まり、音楽・映像などエンターテインメント全般に及び非常に多岐にわたっております。そのため、

各事業を小単位に分け、事業毎の限界利益方式により営業利益管理を行っております。事業により利益率の差はあります

が、全体としての売上高営業利益率、経常利益率などの向上を目標としております。 

  

(3）中長期的な会社の経営戦略 

当社は、当社グループの持つ特徴及び強みを最大限発揮することにより、エンターテインメントコンテンツホルダーと

して確固たる地位を築くことに注力していきます。 

  

① グループ経営の推進 

グループ各社の機能・経営資源を有効活用し、相互のシナジーを高めることで、既存事業の強化、新規事業の開発に取

り組み、グループ全体の企業価値をより高めていきます。 

  

② 時代の求める新人アーティストの発掘、育成 

エンターテインメントの外部環境が激しく変化するこの時代に対応するため、これからの時代を見据え、次の時代を築

けるアーティストの発掘及び育成をより積極的に行ってまいります。 

  

③ コンテンツ開発と流通 

楽曲、映像のみならずアーティストの肖像権や商標権といった当社の保有するコンテンツを積極的に活用しつつ、外部

環境の変化に対応した、アーティストグッズを含む新しいコンテンツ開発をより積極的に行ってまいります。同時に、流

通インフラやインターネット環境の進展を最大限に利用し、そのコンテンツを適切な形で直接ユーザーにお届けする機能

を強化してまいります。 

２．経営方針



(4）会社の対処すべき課題 

① アーティストの発掘・拡充・能力開発 

当社グループにとってアーティストマネージメントは最も強みのある分野であり、オーディション等により継続的な新

人アーティストの発掘・育成を行うとともに、さまざまな活動領域をもつアーティストの拡充、アーティストの新たな才

能を開花させる能力開発は、引き続き当社グループの最大の課題です。 

  

② エンターテインメントコンテンツの開発 

インターネット、通信・放送等メディア及び端末の急速な進化、多様化によりエンターテインメントコンテンツのニー

ズが高まり、メディアの選択やマーケティング戦略が非常に複雑化しています。こうした環境に対応したコンテンツを開

発していくことが、ヒット作品にとって一つの重要な要素になっています。当社ではアーティストマネージメントの強み

を最大限に活かし、アーティストを中心にアーティストグッズを含む様々なコンテンツを開発していくことで、今後とも

コンテンツの質と量の向上を図ってまいります。 

  

③ 市場・流通チャネルへの対応 

技術の進展に伴うエンターテインメントの楽しみ方の変化はユーザーに大きな影響を与えています。これに加え、日本

国内の人口の減少、音楽購買層の変化、中国を中心とするアジア経済圏の拡大と、当社グループの関わるエンターテイン

メント市場は、大きく変化しています。これらの市場環境の中長期的変化を見ながら、新しいエンターテインメント及び

それをユーザーにお届けする方法の提案を行っていくことが、当社グループのみならず大きな課題となっています。一

方、流通インフラやインターネット環境の進展等は、アスマートに代表されるように当社グループがそれらコンテンツを

直接ユーザーにお届けできる機会を飛躍的に高めています。当社グループは、コンテンツ制作企業として流通チャネルの

環境変化に強い立ち位置を最大限に活用しながらも、アーティストが生みだすコンテンツを適切な形態・適切な価格でよ

り便利に、直接ユーザーにお届けできるような流通チャネルを柔軟に確保することで、アーティストマネージメントから

コンテンツをユーザーにお届けするところまでを見据えた、収益源の多様化・利益率の向上を行っていきます。 

  

④ 人材育成の強化 

以上のような課題に対応していく最大の資産は、当社グループの人材です。当社では、音楽・映像・舞台等様々なエン

ターテインメント領域で事業を行っており、その多様さが一つの特徴となっておりますが、このような様々な事業領域に

おける業務経験を幅広く積ませることで、市場環境の変化に柔軟に対応できる人員を育成しております。引き続き定期・

非定期採用を通じて企業価値向上に必要な人材の確保を行うとともに、人事異動・各種研修を通じて優秀な人材を育てる

ことが継続的な課題となっています。 



３．連結財務諸表 
（１）連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,660,543 5,802,894

受取手形及び営業未収入金 3,375,537 3,201,304

商品及び製品 1,761,615 1,411,483

仕掛品 1,499,064 1,194,412

貯蔵品 19,378 35,853

繰延税金資産 268,048 256,210

その他 1,041,917 1,017,969

貸倒引当金 △103,137 △134,587

流動資産合計 11,522,967 12,785,539

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） ※1  1,199,259 ※1  1,110,411

土地 1,760,487 1,760,487

リース資産（純額） ※1  28,042 ※1  25,542

その他（純額） ※1  98,891 ※1  89,590

有形固定資産合計 3,086,681 2,986,031

無形固定資産 323,100 293,530

投資その他の資産   

投資有価証券 ※2  557,834 ※2  475,067

繰延税金資産 406,464 372,028

その他 ※2  1,064,570 ※2  1,357,494

貸倒引当金 △267,211 △12,551

投資その他の資産合計 1,761,657 2,192,038

固定資産合計 5,171,440 5,471,600

資産合計 16,694,407 18,257,139



（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

営業未払金 4,005,097 3,931,574

リース債務 7,145 8,309

未払法人税等 26,372 589,283

繰延税金負債 488 355

役員賞与引当金 12,180 20,660

返品調整引当金 28,027 28,560

その他 572,399 636,092

流動負債合計 4,651,709 5,214,836

固定負債   

リース債務 21,276 17,722

繰延税金負債 － 2

退職給付引当金 660,611 762,225

役員退職慰労引当金 16,472 16,472

その他 164,993 161,816

固定負債合計 863,353 958,238

負債合計 5,515,063 6,173,074

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,587,825 1,587,825

資本剰余金 1,694,890 1,694,890

利益剰余金 7,775,838 8,727,247

自己株式 △22,771 △76,920

株主資本合計 11,035,782 11,933,041

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 37,326 3,649

為替換算調整勘定 △134,941 △169,856

その他の包括利益累計額合計 △97,615 △166,207

少数株主持分 241,176 317,230

純資産合計 11,179,344 12,084,065

負債純資産合計 16,694,407 18,257,139



（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 
（連結損益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業収入 28,740,831 26,122,627

営業原価 ※1  23,466,419 ※1  20,162,341

営業総利益 5,274,411 5,960,286

返品調整引当金繰入額 － 533

返品調整引当金戻入額 41,430 －

差引営業総利益 5,315,841 5,959,753

販売費及び一般管理費 ※2  4,047,616 ※2  3,798,387

営業利益 1,268,225 2,161,366

営業外収益   

受取利息 8,521 5,517

受取配当金 － 6,132

還付消費税等 － 4,461

負ののれん償却額 20,053 －

受取手数料 3,962 2,714

法人税等還付加算金 － 3,885

その他 17,254 6,032

営業外収益合計 49,791 28,742

営業外費用   

支払利息 4,466 －

為替差損 49,869 56,143

開業費償却 39,232 －

支払手数料 12,159 13,069

その他 6,972 187

営業外費用合計 112,699 69,400

経常利益 1,205,317 2,120,707

特別利益   

固定資産売却益 12,402 5,894

投資有価証券売却益 6,504 104,154

特別利益合計 18,907 110,049

特別損失   

固定資産除却損 － 5,290

投資有価証券評価損 － 27,353

事業再編損 ※3  1,579,368 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 16,068

その他 24,043 2,618

特別損失合計 1,603,411 51,331

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

△379,187 2,179,426

法人税、住民税及び事業税 649,185 893,686

法人税等調整額 △159,965 69,597

法人税等合計 489,220 963,283

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,216,142

少数株主利益 12,485 79,149

当期純利益又は当期純損失（△） △880,893 1,136,992



（連結包括利益計算書） 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 － 1,216,142

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 － △33,677

為替換算調整勘定 － △34,914

その他の包括利益合計 － ※2  △68,592

包括利益 － ※1  1,147,550

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 － 1,068,400

少数株主に係る包括利益 － 79,149



（３）連結株主資本等変動計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 1,587,825 1,587,825

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,587,825 1,587,825

資本剰余金   

前期末残高 1,694,890 1,694,890

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 1,694,890 1,694,890

利益剰余金   

前期末残高 8,943,475 7,775,838

当期変動額   

剰余金の配当 △286,742 △185,336

当期純利益又は当期純損失（△） △880,893 1,136,992

自己株式の処分 － △246

当期変動額合計 △1,167,636 951,408

当期末残高 7,775,838 8,727,247

自己株式   

前期末残高 △17,974 △22,771

当期変動額   

自己株式の取得 △4,796 △56,484

自己株式の処分 － 2,334

当期変動額合計 △4,796 △54,149

当期末残高 △22,771 △76,920

株主資本合計   

前期末残高 12,208,215 11,035,782

当期変動額   

剰余金の配当 △286,742 △185,336

当期純利益又は当期純損失（△） △880,893 1,136,992

自己株式の取得 △4,796 △56,484

自己株式の処分 － 2,087

当期変動額合計 △1,172,432 897,259

当期末残高 11,035,782 11,933,041



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 63,143 37,326

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △25,816 △33,677

当期変動額合計 △25,816 △33,677

当期末残高 37,326 3,649

為替換算調整勘定   

前期末残高 △137,650 △134,941

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 2,708 △34,914

当期変動額合計 2,708 △34,914

当期末残高 △134,941 △169,856

その他の包括利益累計額合計   

前期末残高 △74,507 △97,615

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △23,107 △68,592

当期変動額合計 △23,107 △68,592

当期末残高 △97,615 △166,207

少数株主持分   

前期末残高 332,314 241,176

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △91,137 76,053

当期変動額合計 △91,137 76,053

当期末残高 241,176 317,230

純資産合計   

前期末残高 12,466,022 11,179,344

当期変動額   

剰余金の配当 △286,742 △185,336

当期純利益又は当期純損失（△） △880,893 1,136,992

自己株式の取得 △4,796 △56,484

自己株式の処分 － 2,087

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △114,245 7,461

当期変動額合計 △1,286,678 904,720

当期末残高 11,179,344 12,084,065



（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

△379,187 2,179,426

減価償却費 174,594 218,375

負ののれん償却額 △20,053 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 228,856 △223,211

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △10,320 8,480

返品調整引当金の増減額（△は減少） △41,430 533

退職給付引当金の増減額（△は減少） 40,823 101,614

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △30,193 －

受取利息及び受取配当金 △12,276 △11,649

支払利息 4,466 －

支払手数料 － 13,069

投資有価証券売却損益（△は益） △6,504 △104,154

投資有価証券評価損益（△は益） － 27,353

有形固定資産売却損益（△は益） △12,402 △5,894

有形固定資産除却損 － 5,290

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 16,068

営業債権の増減額（△は増加） 2,623,860 174,230

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,376,229 638,309

営業債務の増減額（△は減少） △2,345,194 △73,522

未払消費税等の増減額（△は減少） △250,328 105,948

その他の流動資産の増減額（△は増加） △29,256 △127,400

その他の流動負債の増減額（△は減少） △178,488 △7,338

その他 355,002 237,687

小計 2,488,195 3,173,214

利息及び配当金の受取額 13,803 8,556

利息の支払額 △4,466 －

法人税等の支払額 △2,077,935 △334,243

法人税等の還付額 － 160,919

営業活動によるキャッシュ・フロー 419,597 3,008,445



（単位：千円）

前連結会計年度 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △526,027 △32,260

有形固定資産の売却による収入 100,070 4,889

投資有価証券の売却による収入 14,251 148,920

無形固定資産の取得による支出 △80,719 △185,635

無形固定資産の売却による収入 39,434 51,257

子会社株式の取得による支出 △74,508 △55,732

貸付けによる支出 △11,350 △27,580

貸付金の回収による収入 27,007 32,848

その他 202,729 △515,582

投資活動によるキャッシュ・フロー △309,111 △578,875

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △300,000 －

自己株式の取得による支出 △4,796 △56,494

自己株式の売却による収入 － 2,097

配当金の支払額 △281,849 △185,375

少数株主への配当金の支払額 △11,570 △3,096

その他 △18,891 △21,005

財務活動によるキャッシュ・フロー △617,107 △263,873

現金及び現金同等物に係る換算差額 659 △20,908

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △505,962 2,144,787

現金及び現金同等物の期首残高 4,144,782 3,638,819

現金及び現金同等物の期末残高 3,638,819 5,783,607



該当事項はありません。 

  

(5）継続企業の前提に関する注記

(6）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．連結の範囲に関する

事項 

（イ）連結子会社の数 ８社 

連結子会社名 

アミューズソフトエンタテインメント㈱、

㈱エアーズ、Ｋｉｒｅｉ Ｉｎｃ．、㈱Ａ

－Ｓｋｅｔｃｈ、タイシタレーベルミュー

ジック㈱、㈱アズィール、㈱アミューズエ

デュテインメント、㈱芸神クリエイティブ 

なお、㈱アミューズエデュテインメント

につきましては平成21年７月１日付、㈱芸

神クリエイティブにつきましては平成21年

12月１日付、それぞれ新規設立により連結

子会社になったものであります。 

また、㈱アズィールにつきましては平成

22年３月31日開催の同社臨時株主総会にお

きまして解散を決議し、平成22年６月に清

算結了しております。 

  

（イ）連結子会社の数 ７社 

連結子会社名 

アミューズソフトエンタテインメント㈱、

㈱エアーズ、Ｋｉｒｅｉ Ｉｎｃ．、㈱Ａ

－Ｓｋｅｔｃｈ、タイシタレーベルミュー

ジック㈱、㈱アミューズエデュテインメン

ト、㈱芸神クリエイティブ 

なお、㈱アズィールにつきましては、平

成22年６月において清算結了となったた

め、連結の範囲から除外しております。 

ただし、㈱アズィールの清算結了までの

期間の損益は、連結損益計算書に含まれて

おります。 

（ロ）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

Amuse Korea Inc.、北京芸神演芸芸術制作

有限公司、㈱ジェイフィール、ブラッセル

ズ㈱ 

（ロ）非連結子会社の名称等 

非連結子会社 

Amuse Korea Inc.、北京芸神演芸芸術制作

有限公司、㈱ジェイフィール、ブラッセル

ズ㈱ 

（連結の範囲から除いた理由） 

非連結子会社は、いずれも小規模であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分

に見合う額）等は、いずれも連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないためであり

ます。 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

２．持分法の適用に関す

る事項 

（イ）持分法適用の非連結子会社数 

該当ありません。 

  

（イ）持分法適用の非連結子会社数 

同左 

（ロ）持分法適用の関連会社数 

該当ありません。 

  

（ロ）持分法適用の関連会社数 

同左 

（ハ）持分法を適用していない非連結子会社 

（Amuse Korea Inc.他）及び関連会社（㈱

田村制作所他）は、それぞれ連結純損益及

び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であ

り、かつ全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外しております。 

  

（ハ）持分法を適用していない非連結子会社 

（Amuse Korea Inc.他）及び関連会社（上

海芸神貿易有限公司）は、それぞれ連結純

損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微

であり、かつ全体としても重要性がないた

め、持分法の適用範囲から除外しておりま

す。 



  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

３．連結子会社の事業年

度等に関する事項 

連結子会社の決算日が連結決算日と異な

る会社は次のとおりであります。 

同左 

会社名   決算日   

Kirei Inc.   12月31日 ＊

＊連結子会社の決算日現在の財務諸表を使

用しております。 

ただし、連結決算日との間に生じた重

要な取引については、連結上必要な調整

を行っております。 

４．会計処理基準に関す

る事項 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算

定している） 

（1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

イ 有価証券 

その他有価証券 

①時価のあるもの 

同左 

②時価のないもの 

移動平均法による原価法 

  

②時価のないもの 

同左 

ロ たな卸資産 

（イ）商品 

主として総平均法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の低下に基

づく簿価切下げの方法） 

  

ロ たな卸資産 

（イ）商品 

同左 

（ロ）製品・仕掛品 

主として個別法による原価法（貸借対

照表価額については収益性の低下に基づ

く簿価切下げの方法） 

なお、映像作品については、営業収入

（映画配給、ビデオ・ＤＶＤ販売、ＴＶ

番組販売収入等）ごとに過去の販売実績

を基礎とする販売見込額により原価を区

分し、その販売区分ごとの収益計上時に

一括償却する方法によっております。 

  

（ロ）製品・仕掛品 

同左 

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

当社及び国内連結子会社は、建物につ

いては定額法、それ以外の有形固定資産

については定率法を採用し、在外連結子

会社は所在地国の会計基準に基づく定額

法によっております。 

（2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物   ８～47年 

  

無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウエアについ

ては、社内における見込利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用しており

ます。 

無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 



  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取

引は、リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

なお、所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準

じた会計処理によっております。 

  

リース資産 

同左 

（3）重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

売上債権等の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等の特定債権につ

いては個別に回収可能性を検討して、回

収不能見込額を計上しております。 

  

（3）重要な引当金の計上基準 

イ 貸倒引当金 

同左 

ロ 役員賞与引当金 

当社は、役員賞与の支給に備えるた

め、当連結会計年度末における支給見込

額を計上しております。 

  

ロ 役員賞与引当金 

同左 

ハ 返品調整引当金 

一部の国内連結子会社は、返品による

損失に備えるため、将来の返品見込損失

額のうち当連結会計年度の負担額を計上

しております。 

ハ 返品調整引当金 

同左 

    

ニ 退職給付引当金 

当社及び一部の国内連結子会社は従業

員の退職給付に備えるため、当連結会計

年度末における退職給付債務（期末要支

給額）に基づき計上しております。 

  

ニ 退職給付引当金 

同左 

ホ 役員退職慰労引当金 

一部の国内連結子会社は役員の退職慰

労金の支給に備えるため、内規による期

末要支給額を計上しております。 

なお、当社は平成18年５月に当社取締

役会で、役員退職慰労金制度の廃止を決

議し、６月の定時株主総会で、その廃止

に伴う打切り支給が決議されたことによ

り、当期末在任役員の平成18年６月末の

要支給額を計上しております。 

ホ 役員退職慰労引当金 

同左 



  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

  （4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。な

お、在外子会社等の資産及び負債は、在

外子会社決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、収益及び費用は期中平均相

場により円貨に換算し、換算差額は純資

産の部における為替換算調整勘定に含め

て計上しております。 

  

（4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通

貨への換算の基準 

同左 

（5）     ────── （5）のれんの償却方法及び償却期間 

のれんの償却については、５年間の均

等償却を行っております。 

ただし、発生金額が僅少な場合は、発

生時に一括償却しております。 

  

（6）     ────── （6）連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

  

（7）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

（7）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産及

び負債の評価に関する

事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につい

ては、全面時価評価法を採用しておりま

す。 

────── 

６．のれん及び負ののれ

んの償却に関する事項 

のれん及び負ののれんの償却について

は、５年間の均等償却を行っております。 

ただし、発生金額が僅少な場合は、発生

時に一括償却しております。 

────── 

７．連結キャッシュ・フ

ロー計算書における資

金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

────── 



  

(7）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

――――――― （資産除去債務に関する会計基準の適用） 

当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基

準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び

「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用して

おります。 

これにより、営業利益及び経常利益は1,339千円、税

金等調整前当期純利益は17,407千円それぞれ減少してお

ります。 

(8）表示方法の変更

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

（連結損益計算書） 

１.        ――――――― 

（連結損益計算書） 

１．当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基

準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づ

き、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 

内閣府令第５号）を適用し、「少数株主損益調整前当期

純利益」の科目で表示しております。 

２．従来、区分掲記しておりました「還付消費税等」（当

連結会計年度93千円）は、営業外収益の総額の10/100以

下となったため、営業外収益の「その他」に含めて表示

しております。 

  

  

  

３．前連結会計年度において、営業外費用の「その他」に

含めて表示しておりました「開業費償却」は、営業外費

用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度で

は区分掲記することとしました。なお、前連結会計年度

の「その他」に含まれる「開業費償却」は1,589千円で

あります。 

２．前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に

含めて表示しておりました「受取配当金」及び「還付消

費税等」は、営業外収益の総額の100分の10を超えたた

め、当連結会計年度では区分掲記することとしました。

なお、前連結会計年度の「その他」に含まれる「受取配

当金」及び「還付消費税等」はそれぞれ3,755千円、93

千円であります。 

３．前連結会計年度において、特別損失の「その他」に含

めて表示しておりました「固定資産除却損」は、特別損

失の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度で

は区分掲記することとしました。なお、前連結会計年度

の「その他」に含まれる「固定資産除却損」は13,923千

円であります。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

営業活動によるキャッシュ・フローの「未払消費税等

の増減額（△は減少）」（前連結会計年度187,490千円）

は、前連結会計年度は「その他」に含めて表示しており

ましたが、重要性が増加したため区分掲記しておりま

す。 

（連結キャッシュ・フロー計算書） 

営業活動によるキャッシュ・フローの「支払手数料」

（前連結会計年度 千円）及び「有形固定資産除却

損」（前連結会計年度 千円）は、前連結会計年度

は「その他」に含めて表示しておりましたが、重要性が

増加したためそれぞれ区分掲記しております。 

12,159

13,923



  

  

(9）追加情報

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

────── 当連結会計年度より、「包括利益の表示に関する会計基

準」（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し

ております。ただし、「その他の包括利益累計額」及び

「その他の包括利益累計額合計」の前連結会計年度の金額

は、「評価・換算差額等」及び「評価・換算差額等合計」

の金額を記載しております。 

(10）連結財務諸表に関する注記事項

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度 
（平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

※１．有形固定資産の減価償却累計額 千円665,596 ※１．有形固定資産の減価償却累計額 千円774,060

※２．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

※２．非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券（株式） 千円359,194

投資その他の資産「その他」(出資金)  23,631

投資有価証券（株式） 千円412,426

投資その他の資産「その他」(出資金)  23,631

３．当社は、今後の事業展開に備え、機動的な運転資

金の調達を図るため、取引銀行４行と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約を締結しております。

これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高等は次のとおりであります。 

３．当社は、今後の事業展開に備え、機動的な運転資

金の調達を図るため、取引銀行４行と当座貸越契約

及び貸出コミットメント契約を締結しております。

これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行

残高等は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメントの総額 千円2,000,000

借入実行残高  －

差引額  2,000,000

当座貸越極度額及び 

貸出コミットメントの総額 千円2,000,000

借入実行残高  －

差引額  2,000,000

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が営業原価に含まれ

ております。 

※１．期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金

額であり、次のたな卸資産評価損が営業原価に含まれ

ております。 
  

営業原価 千円183,220 営業原価 千円370,199

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※２．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

  

給与手当 千円602,022

役員賞与引当金繰入額  12,180

退職給付費用  34,104

役員退職慰労引当金繰入額  4,826

貸倒引当金繰入額  243,508

広告宣伝費  772,974

給与手当 千円546,683

役員賞与引当金繰入額  20,660

退職給付費用  20,461

貸倒引当金繰入額  28,807

広告宣伝費  578,775

販売促進費  438,950

支払手数料  397,640

※３．事業再編損は、メディアビジュアル事業における抜

本的な事業構造改革に係るものであり、その内訳は次

のとおりであります。 

――――――― 

  
たな卸資産の処分損及び評価損 1,511,931千円

割増退職金 67,436 



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

※１ 当連結会計年度の直前連結会計年度における包括利益 

  
※２ 当連結会計年度の直前連結会計年度におけるその他の包括利益 

  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．当連結会計年度増加株式数1,551,960株は、平成21年４月１日付の株式分割（１：1.2）によるものでありま

す。 

（注）２．当連結会計年度増加株式数6,671株は、平成21年４月１日付の株式分割（１：1.2）による増加株式数1,811

株、単元未満株式の買取による増加株式数4,860株であります。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

（注）１株当たり配当額の内訳 普通配当 10円 記念配当 15円 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  

（連結包括利益計算書関係）

親会社株主に係る包括利益 千円 △904,001

少数株主に係る包括利益  12,485

計  △891,515

その他有価証券評価差額金 千円 △25,816

為替換算調整勘定  2,708

計  △23,107

（連結株主資本等変動計算書関係）

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式 （注）１  7,759,800  1,551,960  －  9,311,760

合計  7,759,800  1,551,960  －  9,311,760

自己株式     

普通株式 （注）２  8,848  6,671  －  15,519

合計  8,848  6,671  －  15,519

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成21年６月21日 

定時株主総会 
普通株式  193,773 （注）  25 平成21年３月31日 平成21年６月22日

平成21年11月10日 

取締役会 
普通株式  92,968  10 平成21年９月30日 平成21年12月７日

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  92,962 利益剰余金  10 平成22年３月31日 平成22年６月28日



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）当連結会計年度増加株式数61,244株は、自己株式立会外買付取引による増加株式数60,000株、単元未満株式の買取

による増加株式数1,244株であり、当連結会計年度減少株式数2,260株は、単元未満株式の売渡によるものでありま

す。 

  

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

(1）配当金支払額 

  

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

次のとおり、決議を予定しております。 

  

  

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式     

普通株式  9,311,760  －  －  9,311,760

合計  9,311,760  －  －  9,311,760

自己株式     

普通株式 （注）  15,519  61,244  2,260  74,503

合計  15,519  61,244  2,260  74,503

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成22年６月27日 

定時株主総会 
普通株式  92,962  10 平成22年３月31日 平成22年６月28日

平成22年11月12日 

取締役会 
普通株式  92,374  10 平成22年９月30日 平成22年12月６日

決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 

平成23年６月26日 

定時株主総会 
普通株式  92,372 利益剰余金  10 平成23年３月31日 平成23年６月27日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度 
（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

(1）現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日現在） （平成23年３月31日現在） 

  (千円)

現金及び預金勘定 3,660,543

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △21,723

現金及び現金同等物 3,638,819

  (千円)

現金及び預金勘定 5,802,894

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △19,287

現金及び現金同等物 5,783,607



前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

（注）１．事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２．各事業の主な内容 

(1）アーティストマネージメント事業 

アーティスト活動によるコンサート、舞台等の収入、舞台及びイベントの企画・制作による収入、テレ

ビ・ラジオ・コマーシャル出演収入、ファンクラブ会員収入、アーティストグッズ・バンドル商品等の企

画・制作・販売等の収入、レコード販売収入及び原盤の制作と著作権管理等による新譜の印税収入、ミュ

ージアム・文化施設等の運営収入 

(2）メディアビジュアル事業 

テレビ等の番組制作収入、映画製作及び制作配給収入、映像作品の制作、音楽ＣＤ・ＤＶＤ等の仕入・

製造・販売 

(3）コンテンツ事業 

旧譜のレコード原盤権と著作権管理等による印税収入、映画・映像作品等の活用による収入（初回収益

計上日より２年超経過分） 

３．資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は3,075,053千円であり、その主なものは当社で

の余資運用資金（現金及び預金）、管理部門に係る資産等であります。 

４．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は941,914千円であり、その主なも

のは総務・経理部門等の管理部門に係る費用であります。 
  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 
  

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（セグメント情報等）

ａ．事業の種類別セグメント情報

  

アーティス
トマネージ
メント事業 
（千円） 

メディアビ
ジュアル事
業（千円） 

コンテンツ
事業 
（千円） 

計 
（千円） 

消去又は全
社（千円） 

連結 
（千円） 

Ⅰ 営業収入及び営業損益   

営業収入   

(1）外部顧客に対する営業収

入 
 18,889,885  7,780,691  2,070,253  28,740,831  －  28,740,831

(2）セグメント間の内部営業

収入又は振替高 
 170,624  180,631  141,500  492,756 (492,756)  －

計  19,060,510  7,961,323  2,211,754  29,233,587 (492,756)  28,740,831

営業費用  16,122,289  9,160,267  1,733,777  27,016,334  456,271  27,472,606

営業利益又は営業損失(△)  2,938,221  △1,198,944  477,976  2,217,252 (949,027)  1,268,225

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
  

資産  7,462,985  5,672,890  930,738  14,066,614  2,627,793  16,694,407

減価償却費  131,284  22,537  16,386  170,208  4,385  174,594

資本的支出  576,425  19,442  10,879  606,747  －  606,747

ｂ．所在地別セグメント情報

ｃ．海外売上高



当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となってい

るものであります。 

当社グループでは、音楽、映像、演劇等エンターテインメントの領域において、アーティストが創作す

る楽曲、アーティストが実演又は出演する作品及び製作又は買付けした映像作品等に関して得られる原盤

権、音楽著作権、商標権、肖像権、商品化権、映像海外販売権、テレビ放映権、ビデオ化権、劇場配給権

などの権利を「コンテンツ」と認識し定義しております。このコンテンツを作り出すのは人であり、当社

グループは、このコンテンツを生み出すアーティストを発掘・育成し、彼等に様々な形での創作活動を行

う機会と場所を提供し、支援することでコンテンツを創出するとともに、外部の優良なコンテンツを探し

出しております。そしてそのコンテンツをより多く保有し、有効に活用して事業展開することを基本方針

としており、その事業の種類別に応じて、「アーティストマネージメント事業」、「メディアビジュアル

事業」、「コンテンツ事業」の３つに分類し、これを報告セグメントとしております。 

「アーティストマネージメント事業」は、アーティスト活動によるコンサート、舞台等の収入、舞台及

びイベントの企画・制作による収入、テレビ・ラジオ・コマーシャル出演収入、ファンクラブ会員収入、

アーティストグッズ・バンドル商品等の企画・制作・販売等の収入、レコード販売収入及び原盤の制作と

著作権管理等による新譜の印税収入、ミュージアム・文化施設等の運営収入等であり、「メディアビジュ

アル事業」は、テレビ等の番組制作収入、映画製作及び制作配給収入、映像作品の制作、音楽ＣＤ・ＤＶ

Ｄ等の仕入・製造・販売等であり、「コンテンツ事業」は、旧譜のレコード原盤権と著作権管理等による

印税収入、映画・映像作品等の活用による収入（初回収益計上日より２年超経過分）等であります。 

  

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。 

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。 

セグメント間の内部営業収入又は振替高は市場実勢価格に基づいております。 

  

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 

前連結会計年度（自 平成21年４月１日 至 平成22年３月31日） 

従来までのセグメント情報の取扱いに基づく連結財務諸表のセグメント情報として、「セグメント情報

等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）に準拠した場合と同

様の情報が開示されているため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

ｄ．セグメント情報

（単位：千円）

  

報告セグメント 

調整額 
（注）１ 

連結 
財務諸表 
計上額 
（注）２ 

アーティスト 
マネージメント

事業 

メディア 
ビジュアル 

事業 

コンテンツ 
事業 

計 

営業収入   

外部顧客への

営業収入 
 16,619,936  7,243,979  2,258,711  26,122,627  －  26,122,627

セグメント間
の内部営業収
入又は振替高 

 99,773  421,351  189,936  711,061  △711,061  －

計  16,719,710  7,665,330  2,448,648  26,833,688  △711,061  26,122,627

セグメント利益  2,407,822  63,789  507,180  2,978,792  △817,426  2,161,366

その他の項目 

減価償却費 

 

 151,847  10,843  8,876  171,566

 

 46,808  218,375



（注）１．調整額の内容は以下のとおりであります。 

（1）セグメント利益の調整額△817,426千円には、セグメント間取引消去1,793千円、各報告セグメ

ントに配分していない全社費用△819,219千円が含まれております。全社費用は、主に報告セ

グメントに帰属しない総務・経理部門等の管理部門に係る一般管理費であります。 

（2）減価償却費の調整額46,080千円は、主に報告セグメントに帰属しない全社資産に係るものであ

ります。 
  

２．セグメント利益は、連結財務諸表の営業利益と調整を行っております。 
  
３．当社グループでは、資産及び負債を報告セグメント別に配分していないため、セグメント資産及び

セグメント負債の記載は省略しております。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

１．製品及びサービスごとの情報 

製品及びサービスごとの営業収入は、取扱い品目が多岐にわたり記載が困難であるため省略しておりま

す。 

  

２．地域ごとの情報 

（1）営業収入 

本邦の外部顧客への営業収入が連結損益計算書の営業収入の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。 

  

(2）有形固定資産 

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、

記載を省略しております。 

  

３．主要な顧客ごとの情報 

特定の顧客への営業収入は、いずれも連結損益計算書の営業収入の10％未満であるため、記載を省略し

ております。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

当連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

当連結会計年度より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。 

ｅ．関連情報

ｆ．報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報

ｇ．報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報

ｈ．報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報



  

（注）１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

  
前連結会計年度 

（自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり純資産額（円）  1,176.62  1,273.85

１株当たり当期純利益金額又は 

当期純損失金額（△）（円） 
 △94.75  122.96

  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、１株当たり

当期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

当社は、平成21年４月１日付で株式

１株につき、1.2株の株式分割を行っ

ております。 

なお、当該株式分割が前期首に行

われたと仮定した場合の前連結会計

年度における１株当たり情報につい

ては、以下のとおりとなります。 

１株当たり純資産額 

円 

１株当たり当期純利益金額 

円 

1,304.54

166.95

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。

  
前連結会計年度 

(自 平成21年４月１日 
至 平成22年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日) 

当期純利益又は当期純損失（△） 

（千円） 
 △880,893  1,136,992

普通株主に帰属しない金額 

（千円） 
 －  －

普通株式に係る当期純利益又は 

当期純損失（△）（千円） 
 △880,893  1,136,992

期中平均株式数（株）  9,297,264  9,247,067

（重要な後発事象）
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